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Abstract

Dynamic motion measurement which inculdes rectilinear vibration and angular vibration has significant im-

portance in automotive, aerospace, electric and other mechanical industries. To ensure traceability of measure-

ments related to safety assessments in such industries, rectilinear and angular vibration standard are requested. 

Although rectilinear vibration standard has already established and maintained in many National Metrology 

Institutes (NMIs), national angular vibration standard has not. To meet recent calibration demands, two angular 

vibration standard facilities are planed to be developed at National Metrology Instisute of Japan (NMIJ). One is 

for angular velocity calibration (constant rotation, 10 deg/s～300 deg/s) and the other is for angular vibration 

(sinusoldal wave, 1 Hz～1 kHz) calibration. In this report, transducers for linear and angular vibartion, related 

international standards, industrial calibration needs and status of the national standards are reviewed. Our plan 

to develop and distribute angular vibration standards are also described.

1．はじめに

「運動計測」とは，ある対象の力学的な運動の計測を
指す．これを運動の種類によって分類すると，直線運動
（振動・衝撃）と回転運動（角振動）の計測の 2 種があ
る．現在，直線運動の計測器としてはレーザ干渉計や加
速度計が，回転運動の計測器としてはジャイロや角加速
度計，非接触回転計などが存在し，産業界の様々な場面
で広く活用されている．例えば，ものづくり現場では製
品に外的な振動や衝撃を加え，その際の構造の振動を加
速度計やレーザ干渉計で計測することで，品質や安全性
の評価が行われている 1）．また，ジャイロや加速度計が
自動車や家電製品などへ組み込まれるようになり，安全
装置や測位装置・ヒューマンインターフェースなどの幅
広い用途へ利用が拡大している 2）, 3）．
このような計測器によって，安全性に関わる計測を行

う場合や貿易製品に関わる計測を行う場合などは，特に
その計測信頼性を担保することが重要となる．そのため
に国際的に用いられている方法が，「計測器のトレーサ
ビリティの確保」である．トレーサビリティとは，「測
定の比較の連鎖によって，ある計測の能力や信頼性を，
国家計量標準にまで直接または間接的にさかのぼって比
較し，その妥当性を確認すること」である  4）, 5）．そのよ
うな連鎖が可能であることを指し，「トレーサビリティ
が確保できる」と表現する．その上で，各国の国家計量
標準が国際比較によって同等性が確認されることで，世
界的に計測器の信頼性・同等性が担保されるという仕組
みになっている．そのようなトレーサビリティ体系を実
現するため，各国は様々な計測量について，国家計量標
準を整備・維持している．
我が国の国家計量標準機関である産業技術総合研

究所・計量標準総合センター（National Metrology 

Institute of Japan, NMIJ）では，直線運動の物理量に相
当する振動・衝撃加速度の計量標準を開発・確立し，産＊ 計測標準研究部門　音響振動科　強度振動標準研究室
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業界へと供給してきた 6）-9）．一方で，回転運動に対応す
る計量標準（角振動標準と呼ぶ）については，過去の計
量標準整備計画の策定段階では直線運動のニーズのほ
うが大きかったため，優先して整備されてはこなかっ
た＊1．しかし，近年，技術進歩による回転運動計測器の
普及に伴い，角振動標準のニーズが強まりつつある．例
えば，自動車の走行安全性を確保するため，角速度を
ジャイロで検知し電子制御で車体姿勢を安定化する安全
装置（横滑り防止装置）が急速に普及しており，ジャイ
ロの計測信頼性が強く要求される 10）．また，自動車やロ
ボットの安全性評価試験では，人体への傷害影響の指標
として，ジャイロや角加速度計からの計測値が用いられ
ており 11），それらの信頼性確保が強く求められる．加え
て，これらの計測器への要求性能や，その校正に関連し
た規格・規制が国内外で確立されつつある 12）, 13）．
本稿は，上述のような背景のもと，角振動標準の開発
に向けて行った調査研究報告であり，以下のような内容
で構成される．まず 2節において，直線運動と回転運動
のそれぞれの計測器について，種類と原理を概観する．
3 節では，運動計測器の産業界における利用方法やその
市場の現状について解説し，関連する国際的な規格や規
制についてまとめる．また，計量標準の必要性について
論じる．4 節では，運動計測器に必要な校正量とその校
正方法について述べる．5 節では，振動・衝撃加速度標
準および角振動標準の現状について，簡単にまとめる．
NMIJ が保有する振動・衝撃加速度標準や，各国標準機
関の状況について述べる．6節では，現状の課題につい
て述べ，今後の展望として角振動標準の開発について解
説する．最後に，7節を本稿のまとめとする．

2．運動計測器

運動計測器には，計測方法で区分すると 2 種類ある．
ひとつはレーザ干渉計（変位計・振動計）や非接触回転
計といった，非接触型計測器である．もうひとつは加速
度計・角加速度計やジャイロといった接触型計測器（慣
性センサ）である．これらは計測対象に固定・接着させ
て用いるタイプである．本稿で言及する計測器を表 1 に
分類して示す．
非接触型の計測器とは，ある基準位置との相対運動を
測定するものである．これら計測器の原理は，レーザ光
の干渉によるもの（レーザ干渉計）や，磁気的結合を利

＊1  回転に関する物理量については，静的な角度および静的
なトルクの計量標準がすでに整備・供給されている．

用するもの，静電容量を利用するもの，LEDを利用す
るもの（光センサ）などがある．特に，レーザ干渉計は
レーザの波長が長さ基準となるため，高精度かつ SI 基
本単位へのトレーサビリティの確保が容易であるという
メリットがある．一方で，このような非接触型の計測
器を用いて絶対加速度＊2 を測定するには，防振台などに
よって基準位置を作り出し，計測器をそこに設置する必
要がある．
接触型の計測器は，内部に働く物理的効果（慣性力な
ど）の検知が計測原理である．大掛かりな装置を用いて
基準位置を作り出す必要がないため，絶対加速度の計測
が実務的に単純であるというメリットがある．反面，計
測対象への計測器取り付け方法によって値が変わるな
ど，計測する上で注意すべき点もある  14）．

2. 1	 振動・衝撃の計測器
直線運動には，振動と衝撃がある．振動とは，機械
系の周期的な励起と定義される 14）．その中で，一定周波
数・連続正弦波状の振動を正弦波振動，広い周波数帯に
わたるランダム状の振動をランダム振動と呼ぶ．一方，
衝撃とは，機械系の非周期的な励起であって，短い持続
時間および大強度といった特徴を持つものと定義され
る  14）．典型的には，数ms以下の持続時間で，数百m/ s2

以上の強度をもつものを指すことが多い．以下では，そ
れら 2つを振動・衝撃とまとめて取り扱う場合もある．
振動・衝撃の計測は産業での重要性が大きく，多くの
解説書が出版されている（代表的なものとして，14）が
ある）ため，詳細はそれらに譲り，ここでは簡単な解説
に留める．

2. 1. 1 	 非接触型の振動・衝撃計測
非接触型の振動計測器の代表的なものとして，レーザ
干渉計が挙げられる．レーザ干渉計には，主にホモダイ
ン方式＊3 を用いたレーザ干渉型変位計 15）および主にヘテ
ロダイン方式＊4 を用いたレーザドップラ振動計 16）に分類
される＊5．どちらも対象にレーザを照射し，反射光と参

＊2  慣性系を観測座標系とするときの計測対象の加速度．相
対加速度と対比されて用いられる．

＊3  対象からの反射光と復調に用いる参照光が同じ周波数で
ある干渉計方式．

＊4  対象からの反射光と復調に用いる参照光が異なった周波
数である干渉計方式．

＊5  ここでは，計測対象との間に光共振器を形成しない場
合，すなわち単純マイケルソン方式を基本とした場合の
み言及する．
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照光との干渉によって対象の運動を計測しているが，前
者は干渉縞の変化によって変位を計測し，後者は対象か
ら反射した光に生じるドップラシフトによって速度を計
測するという点が原理として異なる．
レーザ干渉型変位計とレーザドップラ振動計との性能
面での大きな違いは，その測定周波数帯域である．こ
こで対象として，加速度が A m/s2，周波数 f Hz の振動
運動を考える．変位計測における干渉縞のフリンジ数 n 

は，レーザの波長を λ として

n＝ 2A―――λ(2πf )2
 （1）

である．一方でフリンジ数に相当するドップラシフトの
最大値は，光速を c として，

Δν＝ 2A―――
(2πf )c

ν  （2）

と表され，速度分解能が周波数分解能に相当する．た
だし ν＝c/λ は光の周波数である．式（1）および式（2）
の周波数依 /性を考えると，一定の加速度レベルのもと
では，レーザドップラ振動計が高周波領域での計測に適
しているといえる．市販のレーザドップラ振動計で一般
的な製品は，数MHzまでの振動を計測することができ
る．

SI基本単位へのトレーサビリティの確保という観点
からは，レーザ干渉計は，レーザの波長が長さの定義と
なっているため有利であるが，実際上は，基準位置を作
り出すために大掛かりな装置を要するのが難点となる．
例えば，ISO 16063-11 では，加振器の振動発生に伴う反
作用での相対運動＊6 を加振レベルの 0.05 ％以下に抑え
るため，加振される部分の質量の 2000 倍以上の質量を
持つ台に干渉計を設置することを要求している．市販の
除振装置などを組み合わせることでこの水準を実現でき
るため，特殊な装置を製作しなくても産業界で必要な不
確かさ水準（0.3 ％程度から数％程度まで）の校正を行
うことができる．このことから，ほどんどの国の計量標
準機関において，振動・衝撃加速度標準を実現する一次
校正装置の変位検出部としてレーザ干渉計が利用されて
いる．

＊6  基準位置となるレーザ干渉計自体の運動のこと．

2. 1. 2 	 接触型の振動・衝撃計測
接触型の振動・衝撃計測は，加速度計によって実現さ
れる．加速度計とは，加速度検知部に作用する加速度を
さまざまな原理によって変換し，電圧信号として出力す
る機器である．通常，加速度検知部は計測対象に取り付
けられるよう，数 gから数十 g 程度の軽量・小型な部
分に格納されており，「加速度ピックアップ」と呼ばれ
る．このピックアップの機械的特性はサイズモ系（質量
と弾性要素，減衰要素から構成される系）となっており，
後述するように校正に大きな影響を与える．
加速度ピックアップは単体では電圧信号を出力せず，
信号を変換する電気的処理がさらに必要となる．そのた
め，加速度ピックアップに接続する電気機器が用いら
れ，それらは一般に「シグナルコンディショナ」と呼ば
れる．「加速度計」という語は，加速度ピックアップと
シグナルコンディショナのセットを指す用語である＊7こ
とに注意する必要がある．
加速度計の区分にはいくつかの方法があり，ある加速
度計が「X 型加速度計」と呼ばれる場合，その分類基準
が混在しているのが現状である．例えば，加速度を電気
信号へ変換する計測原理で分類すると，静電容量型，圧
電型，歪みゲージ型など＊8 が存在する．また，加速度検
知部の制御方法の区分としてサーボ型，計測器の製造方
法の区分として，MEMS 型がある．本項では，それら
の分類方法を用い，産業界でよく用いられる幾つかのタ
イプの加速度計を紹介する＊9．
静電容量型加速度計は，加速度ピックアップの内部に
バネ－マス系によって構成されたコンデンサが格納され
ており，それに生じる加速度由来の変位を，静電容量の
変化として検出するタイプの加速度計である．典型的に
は，直流成分（DC） ～10 kHz 程度までの加速度を計測
することができる．後述のMEMS型として製造される

＊7  後述するMEMS 型加速度計やアンプ内蔵型圧電加速度
計などでは，この 2つの要素が一体のパッケージに格納
されている．

＊8  その他には，熱流体型，磁気型などが存在するが割愛す
る．

＊9  その他の分類方法は他の文献 2） に譲り，ここでは割愛す
る．

表 1　運動計測器の分類
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のは多くはこのタイプである．
圧電型加速度計（典型的には 1 Hz ～ 20 kHz程度の周
波数帯で用いられる）は，慣性力によって圧電素子に生
じる電荷を計測することによる加速度計である．圧電素
子を格納する加速度ピックアップは，印加加速度に応じ
電荷を出力する．これを受け電圧に変換するシグナルコ
ンディショナは，通常「電荷増幅器」または「チャージ
アンプ」と呼ばれる．圧電型加速度計は，機械構造等の
振動計測で用いられることが多い．広く普及していて，
長期安定性に優れることから，振動加速度標準における
管理用加速度計として採用されている．
歪みゲージ型加速度計は，加速度ピックアップに，マ
スの取り付けられた金属材料が格納されており，慣性力
が引き起こす金属材料の歪みによる，電気抵抗値変化を
計測する加速度計である．DC～10 kHz程度までの加速
度を計測することができる．安価であることなどから，
特に自動車衝突試験での衝撃計測に我が国では広く採用
されている．
サーボ型加速度計は，典型的には DC～200 Hz程度の
低周波帯域での計測に用いられる加速度計である．加速
度ピックアップには試験マスが格納されており，定位置
に支持されている．この試験マスは，作用する慣性力に
よって変位が生じようとするが，電流をコイルに印加す
ることで駆動力を発生し，慣性力を打ち消して元の位置
に保持するフィードバック制御（サーボ制御）が行われ
ている．その制御信号から試験マスに加わる慣性力を求
めることで，加速度を計測する．サーボ型加速度計は数
十 Hz以下の低周波帯域で感度が高く，地盤や建築物と
いった大規模な構造における振動計測や，地震計測に多
く用いられている．温度依存性や長期安定性にも優れた
性能を持っており，当所でも低周波振動加速度標準用の
管理用加速度計として採用されている．

MEMS 型加速度計
MEMS（微小電気機械システム，Micro Electro-

Mechanical System）型とは，様々な原理の加速度計を
MEMS 上で構成するという製造上の分類である．この
場合，製造が容易となるように，計測原理としては静電
容量型加速度計を構成していることが多い．MEMSは
小型軽量・低消費電力化が可能であるとともに，半導体
同様に大量生産できるため安価にもなるという大きな特
長がある．近年は，MEMS構造の工夫や信号読み出し
回路系の技術進歩により，感度向上と雑音低減が進んで
きている．さらに，多軸・他種類のセンサを複合してワ
ンパッケージ化できるといった利点もある．そのため，

携帯電話やデジタルカメラなどの家電製品へ急速に普及
が進みつつある 17）．また，小型省電力性から，今までに
計測できなかった場所でも加速度計測が可能となりつつ
あり，特に人体に取り付け，人間の行動把握や医療効果
測定等に用いる研究も広がっている  17）．

2. 2	 角振動の計測器
角振動とは，回転方向の振動運動と定義される．fvib

を当該運動における振動周波数（Hz），Aを振動の振幅
（rad）として，

θ(t)＝Asin(2π fvibt)  （3）
で表現される運動は，正弦波状の角振動である．本稿で
は，これを AC 角振動と呼ぶ．
一方，ある回転体の回転角θ が時間 t に応じ
θ(t)＝ωrott （4）
と変化する場合が等速回転運動である．ここで，ωrotは
回転の角周波数（rad/s）である．本稿では，「角振動」
という語にこのような等速回転運動も含むこととし，特
に DC 角振動と呼ぶこととする．さらに，回転角θ(t) が
正弦波状ではなくランダム状に変化する場合（ランダム
角振動）や，衝撃のような急激な変動をするような場合
（角衝撃）も存在する．以下，本稿ではこれらの運動を
まとめて，「角振動」という語で表現する．

2. 2. 1	 非接触型の角振動計測
非接触型の角振動計測には，大きく分けて2種類ある．
一つはレーザ干渉計などを用いた非接触回転計による計
測，もう一つはロータリーエンコーダ等＊10 による計測
である．これらは，直線運動の場合と同様，相対運動の
計測である．すなわち，計測器の固定位置基準とした相
対的な回転量が計測されることとなる．角振動計測器の
校正には，絶対運動を計測する必要があるため，地球の
自転の効果などの計測器固定系自体の回転運動に注意し
なければならない．よって，振動・衝撃の場合と同様，
加振の反作用による計測器固定系の運動が影響しないよ
うに，計測器や加振器を設置する台に十分な慣性モー
メントを持たせるなどの考慮も必要となる．ISO 16063-
15  18）では，台に回転運動する部分の 2000 倍の慣性モー
メントを持つように要求している．

＊10 ロータリーエンコーダは回転する軸に組込むのが一般的
であり，非接触型には感じられないが，計測対象の円盤
の相対運動を計測していることから，ここでは原理的に
は非接触型計測器であるとみなしている．
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2. 2. 2 	 接触型の角振動計測
接触型の角振動計測器として，ジャイロと角加速度
計がある＊11．ジャイロ（Gyroscope）は，角速度（単
位：deg/s） ＊12 を計測量とする計測器である．一方，角
加速度計（Angular Accelerometer）は角加速度（単位：
deg/s2） ＊13 を計測量とする計測器である．

ジャイロ
ジャイロは，計測原理によって数種類に分類され
る 22）．ここでは，代表的なものとしてリングレーザ
ジャイロ（Ring Laser Gyro, RLG），光ファイバジャイ
ロ（Fiber Optic Gyro, FOG），コリオリ振動ジャイロ
（Coriolis Vibratory Gyro, CVG），ダイナミカリチューン
ドジャイロ（Dynamically-tuned Gyro, DTG），原子光学
ジャイロ（Atom-optic Gyro, AOG）を挙げる．それらの
種類と計測原理について，表 2にまとめる．

RLG や FOG（これらは合わせてレーザジャイロ，光
ジャイロとも呼ばれる）は，サニャック効果 23） を計測
原理としている．これは，囲む面積 Sの光干渉計に対
して，角速度（角運動量と同様にベクトルΩで表現する）
が印加されると，干渉光の位相φが

δφ＝4S―cλ n・Ω （5）

だけ変化する物理現象である．ただし nは光干渉計が
囲む平面に対する垂直方向ベクトル，λ は光の波長であ
る．レーザジャイロは非常に高性能であり，計測した角
速度の積分によって角度を計測する装置にも使われてい
る．一方で，高価であることや大型，消費電力が大きい
ことが問題点であり，航空機や鉄道・艦船などの大型移
動体搭載用途が中心となっている．そのような問題点を
解決するため，レーザジャイロを微小電気光学機械シス
テム（MOEMS）で実現しようという研究も近年進めら
れている．

＊11  19）-21）などの文献を始めとして，「角振動変換器」
（Angular transducer）という語も使われているが，これ
は回転計・ジャイロ・角加速度計といった回転運動の計
測器全般を指している場合が多い．このため，本項では
角振動変換器ではなく，角振動計測器という語を用いる
ことにする．

＊12  SI 単位系では rad/s が正式な表記であるが，産業界で
は広く deg/s が用いられている．そのため，本稿では
deg/s を標準的な表記とする．また，場合によっては
deg/h も使われることもあり，統一されていないのが現
状である．

＊13  産業界で角加速度を表現する場合には，rad/s2 もよく利
用されている．そのため，本稿では併用することがある．

超高感度なレーザジャイロは，基礎物理学研究に
も用いられている．現時点で世界最高感度のジャイ
ロである，G-ring と呼ばれるリングレーザジャイロ 24）

は，一辺 4 mの正方形状光路を持ち，計測分解能は
2  × 10 －12  rad/ s，ドリフトが±5×10－12 rad/s以内である
と報告されている．この装置により，地表面回転運動の
計測や地球自転ゆらぎの精密計測など，さまざまな地球
物理学的成果が得られている 24）, 25）．

CVGは，その名の通り「コリオリの力」を計測原理
としている．これは，慣性系に対して回転している座標
系において，動径方向の運動に作用する横向きの力であ
る．この力により，回転座標系に置かれた振動する機械
構造には，別の振動モードが励起されることになる．こ
の励起を検出することで，系の回転速度を計測し，ジャ
イロとして動作させるという仕組みである．CVGの一
種として，例えば半球を振動子として利用する半球形共
振ジャイロ（Hemisphere Resonator Gyro, HRG） 26）など
がある．

DTGは慣性空間における角度方向（絶対方向）を検
出することによるジャイロである．角運動量保存則によ
り，高速で回転する円盤の回転軸は慣性空間で固定され
た方向を向く．それを利用して検出器自身の持つ角速度
を求めるのが原理である．レーザジャイロに比べ小型で
あり，出力が安定するまでの起動時間が短く（1秒以内
程度），魚雷などの防衛機器等を中心に用いられている．
機械的な原理を用いているため，長期安定性に欠けるの
が欠点である．

AOGは，現時点では研究途上のジャイロである．光
ではなく原子波のサニャック効果を用いている 27）．原理
的な角速度検出能力が RLG や FOGに比べ数桁以上高
いとされ，将来の精密ジャイロとして期待されており，
今後の研究開発が待たれる．
加速度計と同様に，MEMS を製造方式として採用し

たジャイロもある．これは，MEMS 上に形成されたシ
リコン・水晶・ニオブ酸リチウムなどの材質の振動子に
加わるコリオリ力を検知するものであり，CVGの一種
ともいえる．半導体と同様な製法で生産することができ
るため，多くのメーカが市場に参入している 28）．このよ
うなMEMSセンサは，振動・衝撃計測と同様，小型化
や大量生産による低価格化，センサの多軸化・複合化な
どの特長が注目されており，後述するように近年急速に
普及が進んでいる．

角加速度計
角加速度を計測対象とする角加速度計は，何種類かが
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市販されているが，ジャイロに比べると数量は極めて少
ない．これらの多くは，ピエゾ抵抗型や静電容量型と
いった直線運動計測用の加速度計を内部に複数並べて配
置し，それらの出力を加減算することで，回転方向の加
速度を出力している 29）．流体ロータ型やガスロータ型と
いった，角加速度によって生じる内部の流体の動きを検
知する方式も存在する．

3．運動計測器の市場動向と規制・規格

3. 1	 振動・衝撃計測器の市場動向
振動・衝撃計測器は現在広く利用されており，その市
場はある程度確立している．本節では，計量標準に関連
する市場の現状と，その今後の動向について述べる．計
測器の研究開発動向については，特許庁による調査報告
書 2） に詳述されており，割愛する．

3. 1. 1 	 振動・衝撃計測器の市場
市場に流通している振動・衝撃計測器のうち，計量標
準の供給対象となっているのは，圧電型加速度計が大多
数を占める．圧電型加速度計はその構成上電荷増幅器
（チャージアンプ）を要するが，チャージアンプを加速
度ピックアップ筐体に内蔵させたアンプ内蔵（IEPE＊14

型）加速度計がそのうちの多くを占めている．筆者によ
る振動加速度計の製造・校正・ユーザ事業者へのインタ
ビュー調査によると，加速度計販売数量の 95 ％以上は
アンプ内蔵型加速度計である．高温環境下での計測など
の限定された用途にのみ，IEPE 型以外の加速度計が使
われている．
加速度ピックアップの取り付け方法にも，片面で取り

＊14  Integrated Electronic Piezoelectric の略語であり，IEEE 
std 1451.4 で規格化されている．製品については，各
社によって呼び名が異なっている．例えば，Deltatron 
（ブリューエル・ケアー社），Piezotron （キスラー社），

Isotron （エンデブコ社），ICP （PCB 社）などと呼称され
ている．

付けられるシングルエンド型と両面が取り付けられる
バックトゥバック型の 2種類がある．産業界での計測現
場で利用されているのはシングルエンド型である．一方
バックトゥバック型は，加速度計の比較校正時に参照加
速度計として，校正対象となる加速度計を連結できるよ
うに設計されたタイプである．

3. 1. 2 	 振動・衝撃計測器の校正における動向
位相遅れの校正
近年の地震災害の多発により，石油タンクや高層ビル
といった重要施設の振動の計測が，防災の観点から重要
となっている．また，道路や橋，トンネルといった社会
インフラの劣化が大きな課題となっており，その構造診
断や状態監視の信頼性を確保することが重要なテーマと
なってきている．そのように，構造の二次元的または三
次元的な振動解析を行う場合は，複数の加速度計出力の
振幅・位相を統合したベクトルデータとして評価が行わ
れる．そのため，加速度計の感度だけではなく，位相遅
れも校正することが必要とされる．特に，原子力発電所
でのタービンの状態監視などでは，厳しい計測の信頼性
とトレーサビリティが要求されており，対応する計量標
準を確立していく必要がある．

遠心式加速度校正への対応
遠心式加速度校正とは，高速回転する遠心装置によっ
て大きな加速度を計測対象に印加する校正方式であり，
ISO 5347-7 30）として国際規格化されている．通常の振動
校正では不可能な大加速度を印加できることが特長であ
る．歪みゲージ型加速度計など，DC応答を持ち，かつ
大加速度まで計測可能な加速度計に対する校正に多く用
いられている．特に，国内自動車業界において，この校
正方式が広く業界標準として用いられている．しかし，
実際の計測器使用目的は衝撃（大加速度であるが，短時
間で変化する）の計測であることが多く，遠心式加速度
校正法のような静的な校正法の妥当性に問題が提起され
ている．そのため，遠心式加速度校正と，後述する衝撃

表 2　ジャイロの種類と原理
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加速度校正との整合性を検証する必要がある．衝撃加速
度校正は国際的に広く用いられているため，この整合性
検証は，国内自動車業界の国際競争力の確保といった観
点からも意義が大きい．

工業製品の基準認証への対応
近年，製品の基準認証における適合性評価試験では，
試験と同等の加速度振幅での計測器校正を要求されつつ
ある．すなわち，今までは，衝撃加速度の計測器を振動
加速度で校正する（計測器応答の直線性が十分あると仮
定する）という方法をとってきたが，それが許容され
なくなってきている．例えば，リチウムイオン二次電
池の安全規格（IEC 62133  31））では，最大 1716 m/s2 の
衝撃を供試体に加えると規定されている（Clause 4.3.4）
が，従来の振動加速度による計測器の校正では，高々数
百  m/s2 の加速度しか発生できず不十分であるとみなさ
れ始めている．そのため，同等の振幅である衝撃加速度
による校正の要望が強まっている．

3. 2	 角振動計測器の市場と動向

3. 2. 1 	 ジャイロの市場
ジャイロの市場規模に関するマーケット調査 32）による

と，2011 年度のジャイロ（防衛・航空宇宙用途を除く）
の販売個数は約 5億個である．その規模は年々拡大して
おり，2017 年には約 3倍の 15 億個程度にまで拡大する
と予想されている（図 1）．これは，特に家電，自動車
向けにMEMS 型ジャイロの搭載が拡大しているためで
ある．
ジャイロを，産業界で一般に使われるグレード基準に
よって分類したものが，表 3 である．基準は，フラン
スの調査会社 Yole Developpement が発行しているマー
ケット分析  33）から引用した．戦術グレード以上の製品で
は FOG および RLG が多くを占める一方，産業グレー

ドではMEMSジャイロが多く，戦術グレードでも一部
シェアを持ち始めている．今後も戦術グレードの FOG 

や RLG の多くが，MEMSジャイロに置き換わっていく
と予想される．
また，バイアス安定性と大まかな価格を軸として，市

場におけるさまざまなアプリケーションを図 2 に整理し
た．近年のMEMS技術の進展により，かつての高性能
FOG に匹敵するジャイロが数万円程度で販売され始め
ている．それに伴い，輸送機器やロボットなど計測の信
頼性が重要な機器への一層の普及が予想され，校正の必
要性も増大するものと考えられる．

3. 2. 2  ジャイロ市場と校正の今後の動向
前項で述べたように，信頼性や性能が高く安価な

MEMS ジャイロが登場していることにより，自動車
を中心とした輸送機器への急速な普及が期待される．
特に，自動車の横滑り防止装置（Electronic Stability 

Control, ESC）への搭載が重要な位置づけを占める．
ESCとは，自動車のスリップを検知しブレーキ等を

電子的に統合制御することで，運転者による車体のコン
トロールを確保する予防安全装置である．スリップ検知
は，車速およびハンドル舵角などから推定した水平方向
角速度（ヨーレート）と，搭載ジャイロによって計測さ
れた実際の角速度との比較による．

ESCは，大きな事故抑制効果が実証されている．ESC

搭載車は，非搭載車に比べ単独事故は 35 ％，正面衝突
事故は 30 ％程度事故率が低い  34）．そのため，一台あた
り 15000 円程度かかるコストを考慮しても，大きな費
用便益があると分析されている  35）．このような有効性か
ら，米国・カナダ・欧州・オーストラリアでは，ESC

は新型生産車への搭載が義務化されている．また国内で
も，2012 年 10 月より（軽自動車は 2014 年 10 月以降に
猶予），全ての新型生産車に ESC搭載が義務付けられて
おり，今後急速に搭載が進むと想定される．それに伴い，
ESCの試験装置やそれら計測器の校正が重要な役割を
果たすと考えられる．
高い信頼性が要求される航空・宇宙用機器において
も，MEMS ジャイロ搭載品が登場してきている．例え
ば，米国連邦航空局（FAA）の使用許可認証を取得した
航空機用姿勢・方位基準装置 36）や，宇宙航空研究開発機
構（JAXA）が開発している航空機用慣性航法装置 37） が
ある．また，小型衛星搭載機器はリスク許容度が大型
衛星に比べ高く新規製品を適用しやすいため，MEMS 

ジャイロを利用した姿勢計測装置が適用され始めてい
る  38）．これらの機器は，3.3.4 節で後述する性能要求規

図 1 民生用ジャイロの世界市場規模の予想（矢野経
済研究所発表データ 21） よりグラフ化）
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格に従うよう製造・検査されている．

3. 2. 3 	 角加速度計の市場と動向
角加速度計は，ジャイロに比べ売上数量が非常に小さ
く，用途は限定されている．例えば，光学機器や防衛関
係機器のプラットフォームの安定化，航空機や飛翔体の
姿勢検出といった，トルクや外乱力が重要なアプリケー
ションで用いられることが多い．また，近年は自動車衝
突実験で使用される人体ダミーにも角加速度計が搭載さ
れ，追突事故における頭部回転衝撃の計測・評価が行わ
れている．このとき用いられる角加速度計は，自動車の
衝突安全性能に関わるため，信頼性担保が必要となる．
これに対応する AC 角振動（角加速度）標準は整備され
ていないのが現状である．

3. 3 	 角振動に関する規制・規格

3. 3. 1 	 自動車予防安全性能
自動車の予防安全装置である ESC の性能試験時の計
測器への要求は，既に規格化されている．例えば，米
国の自動車試験規格 FMVSS 126 10） や欧州の規格 ECE/

TRANS/180/Add.8  39）では，ESC の性能試験に用いる試
験装置搭載ジャイロに対して，表 4 のような計測範囲，
分解能，精度＊15 の性能要求が示されている．我が国で
はまだ規格化されてはいないものの，規制値が設定され
る場合は，同様の値が用いられると予想される．

3. 3. 2 	 自動車衝突安全性能
自動車の衝突安全性を評価するために，自動車メー
カや公的検査機関では，製造する自動車の衝突実験を
実施している．その際用いられる計測機器は，安全性
評価指標の算出に直接影響するため，計測の信頼性を

＊15  GUM によれば，精度（acuuracy）という明確でない表
現を使うべきではないが，必ずしも GUM の考え方が広
く浸透しているわけではない．後述する 3.3 節で述べる
ように，ここで要求されている精度とは，非直線性やス
ケールファクタ誤差を複合した計測の正確性という意味
で用いられていると考えられる．

確保するための規制も存在する．米国自動車工業会に
よる規格 SAE J211  40）では，用いられる加速度計に対し，
表 5 のような計測精度＊16 を要求しており，この値は米
国政府の衝突安全基準 FMVSS 208  13）で引用されてい
る．自動車衝突実験における計測器の仕様を定めた ISO 

規格 ISO648712），我が国の国土交通省が制定した規格
TRIAS47 41）や，欧州での安全規制 E/ECE/TRANS/505，
Regulation No. 94 （ECE R94） 42）でも，同じ規制値が適用
されている．
角加速度計に関しては，要求値が規制文中にあらわに
記載されておらず，明確になっていない．そのため，試
験の現場においては，加速度計の要求値を準用し，表 5 
のような計測精度要求を適用しているものと考えられる．

頭部傷害指標
近年，角加速度を用いた頭部傷害指標が複数検討され
ている．頭部傷害指標とは，衝突実験等における人体頭
部ダミーに取り付けたセンサの計測値を，人体への影響
度に変換した指標のことである．一般的に自動車分野の
安全性評価試験を行う場合，ある一定の試験条件におい
て人体ダミーに取り付けられたセンサの信号を計測す
る．その信号に規格で定められたフィルタを施したう
え，規定された計算式に則り傷害指標を算出する．その
指標によって，製品の安全性能を判定しているのが一般
的である．
一例として，BRIC （Brain Rotational Injury Criterion） 11） 

がある．これは，

BRIC＝ωmax――ωcr
＋ amax――

acr
 （6）

で算出される値である．ここで，ωmax，amax はそれぞれ
角速度，角加速度の計測最大値，ωcr，acr は角速度，角
加速度の基準値である．頭部傷害指標としては，その他
に HIP （Head Impact Power），PRHIC （Power Rotational 

＊16 前節と同様，ここで用いられている計測精度という用語
も意味が不明確である．しかし，該当規格を含め，多く
の場面では計測の不確かさの意味で精度と呼ぶことも多
く，以下の本稿ではそのまま「精度」と表現する．

表 3　ジャイロのバイアス安定性によるグレードと，ジャイロの種別シェア（2011 年）
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Head Injury Criterion） などが提案されている．これら
のなかでどの基準が適切に傷害影響を評価できるかは，
議論がなされているところであるものの，これらのよう
な傷害指標が交通事故による脳障害のレベルを表現する
と考えられている．そのため，この分野の動向に注目す
るとともに，標準ニーズが生じた場合速やかに対応でき
るよう，調査・準備を進めておく必要がある．特に，角
加速度計測値が規制値に反映され，角加速度計のトレー
サビリティが要求される可能性を踏まえると，AC角振
動標準に向けた検討も必要となる．

3. 3. 3 	 ロボットの安全性評価
少子高齢化社会に対応するため，人間と共存して動作
する生活支援ロボットの開発が進んでいる．そのよう
なロボットは，人間に危害を加えないように安全性を
確保することが普及の前提条件であるため，安全性評

価に関する研究・規格策定作業が進められている．例
えば，ISO/FDIS 13482 はパーソナルケアロボットの安
全性に関する規格であり，2013 年内に発行される予定
である 43）．また，すでにそれに準拠した基準認証が実施
され始めている．ISO/FDIS 13482 は概念規格であって，
具体的な計測器への要求規制値が明記されてはいない．
具体的な規制値は 2016 年頃に規格化される予定である．
ロボットの安全性評価試験には，前項の自動車衝突試験
と同様のダミー人形が使用されていることから，今後自
動車の規制に準じた計測の信頼性要求が課せられると推
測される．

3. 3. 4 	 その他の機器
その他の規制・試験規格として，ハードディスクドラ
イブ（HDD）および航空用航法機器に関する規格がある．

HDD については，国際ディスクドライブ協会

図 2 価格帯およびバイアス安定性を軸に分類したジャイロの利用用途．赤点線枠は，計量標準のユーザとしての主な
ニーズがあると想定している領域を示す．

表 4 米国の規制 FMVSS 126 で規定されている，ESC
試験時の計測ジャイロへの要求値

表 5 SAE J211 が要求する自動車衝突実験における加
速度計測器の精度
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（International Disk Drive Equipment and Materials 

Association, IDEMA）がハンドリング規格 44）を制定して
いる．ここでは，HDDのコンピュータへの取り付け・
輸送・落下などの環境条件から，試験時の角加速度計測
器に 100 rad/s2～100 krad/s2 の計測レンジがあること，
および周波数応答として 10 Hz～10 kHzの帯域があるこ
とを要求している＊17．
航空用航法機器については，米国航空局（FAA）
が TSO（Technical Standard Order） を 定 め て い る．
そのうち角振動計測器が関係する規格は TSO-C3d
（Turn and Slip Instruments），TSO-C4c（Bank and 

Pitch Instruments），TSO-C5e，TSO-C6d（Direction 

Instruments）などである．いずれの規格も，米国自動
車工業会が発行している航空機器用規格 SAE AS 8000 
シリーズを引用しており，具体的な要求値はそれらに
記載されている．ここでの要求値は，航法機器の出力
（方位角や傾き等）について精度や分解能の要求を定め
ており，ジャイロ自体への性能要求ではない．しかし，
MEMS ジャイロを搭載した慣性計測装置で，これらの
性能要求を満たすものも出始めており 36）, 45），今後の規制
におけるトレーサビリティ要求の動向に注目する必要が
ある．

3. 4 	 振動および角振動に関連する国際規格
上記のような計測器の市場や規制の状況に伴い，振
動・衝撃および角振動の試験・校正に関連する国際規格
が多数発行されている．ここでは，本稿に強く関係して
いる ISO，IEC，IEEE の各国際規格について概観する．
特に角振動に関連する国際規格を挙げ，その他の各国国
内規格や各産業における業界規格については割愛する．

3. 4. 1 	 ISO 16063 シリーズ
国際標準化機構（International Organization for Stan-

dardization, ISO） において，ISO 16063 シリーズ（Meth-

ods for the calibration of vibration and shock transduc-

ers） ＊18 として，振動・衝撃・角振動に関する校正法が規

＊17  この規格にこだわらず，製品の付加価値を上げるため米
国の軍事用機器用の試験規格MIL-STD-810G を適用して
いると謳っている製品もある．

＊18  旧規格である ISO 5347（Methods for the calibration of 
vibration and shock pick-ups）シリーズが，GUM で規定
される不確かさに関する記述との不整合を解消するた
め，順次改定されてきたものである．ISO 5347 は日本工
業規格（JIS）で JISB 0908 としても規格化されていたが，
ISO 16063 については，対応する JIS規格は存在しない．

格化されている．
各パートの内容および発効・改定年を表 6 にまとめ

る．パート 1が基本コンセプト，10 番台が一次校正法，
20 番台が比較校正法，30 番台が試験法，40 番台がその
他の校正法となっている．一次校正法については，後の
4.1.1 節（振動），4.1.2 節（衝撃）でも言及する．各国標
準機関の多くは，このシリーズに準拠した校正装置を整
備し，国家計量標準を供給している．
角振動の校正法に関しては，ISO 16063-15 および -23 

（作業中） が該当する．ISO 16063-15 は，レーザ干渉計
による角振動の一次校正法を規定している．後の 6.2.2 
節で言及するようなレーザ干渉計を角振動計測装置と
して用いる校正方法を規定している．ISO 16063-23 は，
角振動の比較校正法を規定するものであり，現在規格化
作業中である．

3. 4. 2	 IEC 62047-20 DIS
国際電気標準会議（International Electrotechnical 

Commission, IEC）では，半導体デバイスの標準として
IEC 62047 シリーズ（Semiconductor devices） が規格化
されている．その一つとして，現在提案・審議中の規格
が IEC 62047-20 DIS46）である．これは，小型ジャイロの
デバイス定格および試験法についての標準であり，日本
から提案されている．主にMEMSジャイロを対象とし
て，計測器の定格のフォーマットおよびそれらを測定す
るための試験方法について，規定している．

3. 4. 3 	 IEEE における関連規格
電子電気技術者協会（The Institute of Electrical and 

Electronics Engineers, IEEE） では，内部のワーキング
グループである Gyro and Accelerometer Panel が中心と
なって関連規格を策定している  47）, 48）．そのうち，IEEE 

1431-2004（R2010） 49）は，CVG の定格と試験法につい
ての規格である．この中で CVG の特性試験項目につい
て規定しており，IEC 62047-20 DISとほぼ同様な項目
を列挙し，その表示法を規定している．さらに，IEEE 

671-1985（R2008） 29）は，（非ジャイロ型の）角加速度計
に関しての定格と特性試験項目について定めている．
また，加速度計やジャイロを統合した装置である「慣
性計測ユニット」（Inertial Measurement Unit, IMU）の
ための用語定義  50）や，慣性計測ユニットをさらに全地
球測位システム（Global Positioning System, GPS）等
と統合した装置である「慣性航法システム」（Inertial 

Navigation System, INS）向けの用語定義  51）なども IEEE 

で整備されている．これらは，歴史的な経緯から，慣性
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航法・測位・防衛機器といった用途の計測器向け規格の
色彩が強い．以上の規格はいずれも，計測器の定格や試
験項目とその表示法を定めており，校正方法について規
定するものではない．

4．運動計測器の校正

運動計測器は，一般的に加速度や角速度，角加速度と
いった力学的な量を電気的な量（電荷量または電圧）に
変換して出力する機器である．このとき，両者は物理量
として別のものであるから，計測の信頼性の確保のため
には，変換係数を定めること，すなわち校正が必要不可
欠となる．直線運動に関する振動・衝撃加速度の校正
は，過去の文献 52）, 53）に詳細に言及されているためここで
は簡単に紹介するに留め，回転運動の計測器に関する校
正に重点を置き述べる．

数値シミュレーションと計測器の校正
特記事項として，筆者が将来的に運動計測器校正の
ニーズの一つとなると考える，シミュレーションに関わ
る計測の信頼性確保についてここで簡単に述べる．近
年，自動車や航空宇宙，防災といった様々な分野で，数

値シミュレーションが幅広く実施されている．計算機技
術の急速な発達により，かつては不可能であった大規模
なシミュレーションが可能となってきている．そのた
め，コストと手間がかかり実行回数に限りがある実験か
ら，計算機上のシミュレーションに研究開発プロセスを
移行しようという機運が高まっている．
一方，シミュレーションにおける仮定やモデルについ
て，妥当性を確認しなければならず，その際には実際の
実験データと整合性を評価する必要が生じる．モデルが
間違っていれば，いかに高速で緻密な計算を実行して
も，間違った結果しか得られないためである．そして，
そのような目的の実験における計測は，計測器出力値の
信頼性が十分に確保されている必要がある．なぜなら，
シミュレーションと実験の不一致が，モデルの誤りか計
測の誤りか区別がつきにくいためである．よって，この
ような用途での計測器に対し計測信頼性の確保（校正と
そのトレーサビリティ確保）の要求が高まっていくと考
える．
本稿で扱っている運動計測器は，輸送機器やインフラ
といった，人命に直結するため安全性・信頼性が重要な
用途で多く用いられている．今後，このような重要機器
に対してもシミュレーションによる安全性評価が行われ

表 6 2013 年 11 月現在の ISO 16063 シリーズの各パート．NP は新作業項目（New work item Proposal），CDは委員会
原案（Comittee Draft），DIS は国際規格案（Draft International Standard）の略称である．「作業中」は，国際規
格化が検討されているものの NP へとまだ移行していないことを示す．
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るようになる場合，将来の校正ニーズとなる可能性が高
い．今後のこの分野の動向を捉えていくことが必要であ
ると考える．

4. 1 	 振動・衝撃計測器の校正
加速度計は，2.1.2 節に述べたほとんどの種類がサイ

ズモ系であるため，計測系が固有周波数（共振周波数）
を持ち，その周波数付近では感度が大きく変動する．そ
のため，周波数領域での感度特性を校正することが，計
測信頼性を確保するために重要となる．

4. 1. 1 	 振動加速度校正
振動加速度について，一次校正法は ISO 16063-11 54）， 

比較校正法は -21  55）に規定されている．加振器によって
直線状の正弦波振動を校正対象に加えることにより，校
正対象からの出力信号が得られる．同時に，レーザ干渉
計などの計測器によって校正対象の運動を計測し換算す
ることで，加速度値の参照信号が得られる．この 2 つの
信号の比較から，校正値が算出される．前述の通り，加
速度計は周波数特性を持つため，周波数ごとに校正する
ことが一般に求められ，校正量は感度と位相遅れとな
る  56）．このうち感度の校正が，NMIJの保有する振動・
衝撃加速度標準から産業界へ供給されている．
圧電型加速度計は，先述のように，電荷出力を持つ
ピックアップとそれを電圧に変換する電荷増幅器のセッ
トで計測に用いられている．そのため，校正対象として
は，ピックアンプ単体となる場合と電荷増幅器も含める
場合の 2 通りがある．校正量は，ピックアンプ単体の場
合は C/(m/ s2) を単位とする電荷感度に，電荷増幅器と
セットの場合はV/(m/s2) を単位とする電圧感度になる．

4. 1. 2 	 衝撃加速度校正
衝撃加速度の一次校正法は ISO 16063-13 57），比較校正

法は -22 58）に規定されている．いずれも，直進的なパル
ス状の加速度を校正対象に与える方法である．加速度を
生成するためには，剛体衝突を利用する方法と，弾性体
中の弾性波が生成する表面の加速度を利用する方法（ホ
プキンソンバー方式と呼ばれる）がある．
校正では，参照信号（レーザ干渉計で計測された変位
から換算した加速度）と計測器出力信号の各ピーク値の
比をとることで，感度値が求められる．この方法で測定
される感度は Shock Sensitivity と呼ばれ，一般によく利
用されている．一方，入出力波形をフーリエ変換するこ
とにより周波数領域での応答関数を求める校正方法もあ
り，この場合の感度は Complex Sensitivityと呼ばれる．

4. 2 	 角振動計測器の校正

4. 2. 1 	 計測器特性の表現
計測器の校正は，その入出力関係（入出力応答特性）

に対して実施される．すなわち，物理的入力に対する電
気的出力の関係に対して，校正によって具体的な値付け
をすることになる．ここで，角振動計測器の校正量を検
討するために，ジャイロの入出力応答特性を整理する
と，図 3 のように分類される．
この分類は，先述した IEC 62047-20 DIS や IEEE1431 
による CVG のモデル方程式  47） に基づき，著者が独自に
整理しなおしたものである．
図 3 で列挙した特性以外にも，計測器の環境条件や絶
対最大定格などが，計測器の仕様として表示される．し
かし，それらは「入力－出力応答特性」からは離れ，校
正には関係しない特性であるため，ここでは除外する．

I．静的特性（スケールファクタなど）
ジャイロに印加される入力角速度Ω [deg/s] が時間に

依らず一定であると仮定する場合，計測器の入出力関係
は静的特性で表現される．具体的には，入力に応じた
ジャイロの出力を V (Ω) [V] とすると，計測器の入出力
関係として一般に

V (Ω) ＝ SΩ ＋ V0 ＋ δ(Ω)  （7）
が成り立つ．ここで，S [V/(deg/s)] および，V0 [V]は
ジャイロの入出力関係を線形近似して得られる 2 つの係
数である．また，δ(Ω) はその近似の残差にあたる．

S はスケールファクタ（感度係数）と呼ばれる．ジャ
イロの感度を校正場，このスケールファクタ S の値を
求めることをいう．ここで，振動加速度計の校正におい
て「感度」と呼ぶ場合，一般に特定の周波数の動的な入
力に対する感度であり，ジャイロ校正における感度とは

図 3　ジャイロの入力－出力特性の分類．
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厳密には異なる量を指していることに留意する必要があ
る＊19．また，スケールファクタが仕様と実際でどれだけ
ずれているかをスケールファクタ誤差と呼び，単位は％ 

を用いて表わされる．
δ(Ω) は非直線性と呼ばれ，一般的には計測のフルス

ケールに対する比をとって％で表わされる．計測器の仕
様としては，|δ(Ω)|の最大値が非直線性として示される．

II． 動的特性（周波数特性）
入力角速度が時間に依存する場合の出力の周波数応答
特性を，「動的特性」と呼ぶ．すなわち，入力角速度と
出力信号の関係式の両辺を下記のようにそれぞれフーリ
エ展開し

Ω(t) ＝∫      ∞

0

Ω～ ( f )e－2πiftdf  （8）

その伝達関数を考える．
V
～
( f )＝H

～
( f )Ω

～
( f )＋δ

～
( f )  （9）

この（9） 式の右辺第一項 H
～

( f )を動的特性と呼ぶ．
H
～

( f ) が十分に保たれる（通常 3 dB，5 ％等を基準と
する）上限周波数は周波数帯域（Frequency Band）と
呼ばれ，計測器の性能を表す重要な指標となってい
る．例えば，FOGは 1 kHz程度の周波数帯域を持つが，
MEMSジャイロは数十 Hzであることが一般的であり，
計測器の選定においても重要な特性である．
また，CVGなどの機械的な計測原理を持つ計測

器は，内部の構造の共振などにより，ゲインピーク
（GainPeak）を生じることもあるとされ，製造時の検査
すべき特性の一つとなっている．

III．バイアス・ドリフト
（9）式の右辺第二項 δ

～
( f ) は，入力角速度に依存しな

い出力を意味する．ここで，ある計測の継続時間を T

としたとき，f ≤ 1/Tの周波数領域（相対的に低周波数
領域）の変動成分をドリフトと呼ぶ．また，周波数がゼ
ロの成分（すなわち，δ

～
( f )の DC値）をバイアスと呼

ぶ＊20．
バイアスは時間が経つと変動するのが一般的であり，
バイアス安定性（Bias Stability）と呼ばれる＊21．単位は

＊19  ISO 16063-42 DIS で言及されているような，地球重力場
を用いた静的校正では，ここで述べている感度と同じ静
的な感度を校正している．

＊20  （7） 式の V0 と同じ特性を指している．
＊21  時間変動する成分であるため，本来はドリフトと呼ぶべ
きであるが，ジャイロによる角速度計測の分野では，バ
イアス安定性と呼ばれている．

deg/h が用いられ，ある時間内にバイアスがどの程度変
動するのかの範囲を表示する場合が多い．バイアスやド
リフトは計測器の温度に強く影響されるため，それらの
温度係数（単位は deg/h/℃ などが用いられる）も重要
視される．

IV．ノイズ
（9） 式の右辺第二項 δ

～
( f ) のうち，ドリフトよりも高

周波帯域の成分はノイズと呼ばれる＊22．一般的にノイズ
成分は，白色であることが多い．その場合，角速度のノ
イズ成分を積分して角度に換算すると，ある定数 c を用
いて
δθ(T) ＝ c√―T  （10）
と表される．ここで δθ(T) は角速度の計測ノイズを時
間積分した角度偏差を示す．この時の定数 cが角度ラン
ダムウォーク（Angle Random Walk， ARW）と呼ばれる．
単位は deg/√―h で表わされることが多い．
本稿では，ノイズと前項のバイアス・ドリフトを時間
スケールによって分類したが，双方を合わせて表示する
こともある．具体的には，（9） 式の右辺第二項 δ

～
( f )を

周波数領域ではなく，アラン分散の形式で表示する．そ
の際は，ジャイロ静止時の角速度出力の安定度を，時間
τ に応じたグラフσω(τ)として表示することが多い．

V．その他：他軸感度など
計測軸とは別の回転軸に対する応答（他軸感度）や，

直線的な加速度入力に対する応答などがある．これら
は，本来計測器に存在することが望ましくない特性であ
る．一般的には小さな値であるものの，計測器の製造時
には，これらの特性の試験も行われている．

4. 2. 2	 校正量
前節で整理された特性を踏まえ，標準整備すべき校正
量をその範囲について検討する．

角速度が計測量の場合
ジャイロのように，角速度が計測量として利用されて
いる場合，出力角速度の値そのものの信頼性確保が求め
られる．つまり，直線性や分解能といった静的特性を校
正する必要がある．
ここで，当面最も重要な計量標準の用途は，安全性評
価のため計測の信頼性が厳しく求められる，自動車搭載

＊22  周波数が 1/T 付近のドリフトとノイズの境界が明確に
あるわけではなく，曖昧である．
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用MEMS ジャイロの信頼性確保である．自動車試験に
おける計測用ジャイロの規制（表 4）などでは，精度が
規制値として明記されている．「精度」という用語は不
明確であるが，静的特性を表す（7） 式から，総合的な
計測の信頼性は，スケールファクタ誤差および非直線性
にあると考えられる．一般には，スケールファクタ誤差
よりも非直線性の方が大きな効果をもつため，当該規制
値は，「非直線性 0.05 ％以下」を少なくとも要求してい
るものとみなして差し支えないであろう．その要求に応
じた性能の DC角振動を開発していく必要がある．
校正する角速度範囲としては，表 4の規制値のみから
は 100 deg/sと読み取れるが，MEMSジャイロの製造
者からは 300 deg/s以下の DC角振動（角速度）校正が
要望されており  59），300 deg/sまでの範囲について対応
する標準を整備する必要がある．また，将来的には，自
動車衝突実験での人体ダミーに用いられている角速度計
測器のための DC 角速度標準も必要とされるであろう．
これに対応するためには，計測範囲を 20000 deg/s 程度
までに将来的に拡張する必要がある．

角加速度が計測量の場合
3.3.2 節で述べたように，自動車衝突安全性評価にお

いて，計測器に対して表 5 のような規制が適用されてお
り，また頭部傷害指標に関連して議論が進んでいる．こ
のため，近い将来，角加速度計の感度や周波数応答に関
する標準ニーズが発生する可能性がある．角加速度計は
一定回転である DC角振動による出力がないため，感度
を校正するためには AC角振動を印加する標準校正装置

（AC角振動標準）が求められる．
必要となる具体的な校正範囲と能力（角加速度レベ
ル，周波数範囲，不確かさ等）については，現在のとこ
ろ見通せない部分が大きい．しかし，角加速度計の周波
数帯域は数百 Hz以上あり，それらの特性を評価するた
めには，最終的に 1 kHz 程度までの角振動標準が必要と
なると推測される．

5．運動計測標準の現状

5. 1 	 振動・衝撃加速度標準の整備状況
振動加速度標準

NMIJ の振動加速度標準は，0.1 Hz から 10 kHz ま
での周波数範囲において供給されている．加速度範
囲は加振器の能力に依存し広い値を取ることができる
が，品質システム上定義された推奨加速度は 0.03 m/ s2 

（0.1  Hz での値）から 200 m/s2 （10 kHz での値）である．
当所で宣言している校正・測定能力（Calibration and 

Measurement Capabilities, CMC）は図 4 の通り，最大
6  ％（0.1 Hz），最小 0.3 ％（10～83 Hz）である＊23．
この校正能力を実現するため，図 5 のように超低周波
から超高周波まで 4 台（それぞれ周波数の低い方から，
VC，VA-L，VA-H，VDと呼ぶ）の装置を整備してい
る  6）, 52）, 60）-64）．低周波側の 2 台の装置（VCおよび VA-L）
では，変位振幅が大きくなるため，レーザ干渉計信号か
ら対象変位を求める方法として計数法（Fringe-counting 

method） ＊24 が採用されている．一方で，高周波側の装
置（VA-H および VD）では，変位振幅が小さいため，
正弦波近似法（Sine-approximation method） ＊25 が採用さ
れている．
図 5 のように，低周波数帯で不確かさが大きくなって
いる理由は，加速度振幅が小さいため，信号対雑音比
が小さくなることや信号の歪みが大きくなるためであ
る  52）．また 5 kHz以上の高周波においても不確かさが大
きくなっているが，これは寄生振動の影響  65）, 66）や計測
器自身の共振周波数に近くなり，計測の難易度が増すた
めである．また，特定の振動数では加振器等の共振のた
め，不確かさが大きくなる．これらの影響を低減するた

＊23  これは，加速度計の電圧感度およびレーザ干渉計型振動
校正装置に対する校正での値であり，加速度計の電荷感
度の校正は一部異なっている．

＊24  レーザ干渉計の電圧出力信号が零点を横切る回数をカウ
ンタによって測定する方法．

＊25  レーザ干渉計の電圧出力信号を処理し変位履歴を求めた
うえ，正弦波でフィッティングを行う方法．

図 4 NMIJ における振動加速度計校正範囲と拡張標
準不確かさ．VC，VA-L，VA-H，VD は，それぞ
れ NMIJの保有する 4 台の振動加速度校正装置
であり，各装置の校正周波数範囲を矢印で示し
ている．
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め，最も高い周波数帯で用いている装置（VD）は二重
光路で直交位相信号を検出するなどの工夫が施されてい
る  6）．
各国標準機関も，ISO 16063-11 に準拠して振動・
衝撃加速度標準の整備・供給を進めている  67）．2013 年
1 月時点で，28 カ国が振動加速度に関して，CMCを
BIPMのデータベースである KCDB（Key Comparison 

Data Base）に登録している．市販の校正装置を購入し
国家計量標準としている国も多いなか，NMIJは独自の
装置を製作していることが特徴である．
1節で述べたように，国内で確立されたトレーサビリ

ティ体系が国際的にも通用するためには，国際比較に
よって国家計量標準同士の同等性が確認されていること
が必要条件となる＊26．そのために，各国は可能な限り仲
介器（安定性が確認された特定の計測器）を持ち回り測
定する国際比較に参加している．各国は原則として，そ
の国際比較により同等性が確認された校正範囲につい
て，KCDBに CMCを登録している．登録範囲につい
ては，相互承認協定（Mutual Recognition Arrangement, 

MRA）により，発行した校正証明書が協定締結国にお
いて有効となる．
そのような枠組みの中，NMIJはいくつかの国際比較

に参加してきた．例えば，2000 年から 2001 年にかけ
て行われた国際比較 CCAUV.V-K1  68）では 40 Hz～5 kHz 

の範囲で感度測定が行われ，同等性が確認された．ま

＊26  それ以外にも，国家計量標準が他国機関によるピアレ
ビューを受けていること，ILAC-MRAの条件を満たすた
めに校正機関の ISO17025 に対応した認定（ASNITE認
定等）を取得すること，が必要である．

た，2009 年から 2012 年にかけては CCAUV.V-K2 69）とし
て，10 Hz～10 kHzの範囲の位相遅れも含めた比較に参
加した．現在幹事所で Draft Aレポートが取りまとめら
れているところである．さらに，アジア太平洋地域の計
量標準機関が参加しているアジア太平洋計量計画（Asia-

Pacific Metrology Programme, APMP）内で行われた 3
回の国際比較（APMP.AUV.V-K170），APMP.AUV.V-S1 71），
APMP.AUV.V-K1.172））に参加している．
近年の各国標準機関の動向として，中高周波数領域の
標準整備が完了したため，低周波数領域の振動加速度標
準の整備に力点を置き始めている．具体的には，2004 
年 12 月のインドネシアのスマトラ沖巨大地震・津波，
2008 年 5 月の中国の四川大地震を契機に，地震動の計
測に対応する 1 Hz 以下までの低周波振動加速度標準の
国際的な整備が加速している．また，これらに対応した
低周波領域の国際比較として，先述の APMP.AUV.V-S1 
の他，欧州の計量標準機関の参加する EURAMET 内で
EURAMET.AUV.V-K3，アフリカの計量標準機関が参加
する AFRIMETS内で，AFRIMETS.AUV.V-S2 が実施さ
れている．2014 年からは，次期国際基幹比較 CCAUV．
V-K3（0.1 Hz～40 Hz）の実施が計画されており，14 カ
国が参加する予定である．

衝撃加速度標準
現在 NMIJ では，加速度が 200 m/s2 ～5000 m/s2 の範

囲の衝撃加速度標準が供給されている．対応する拡張標
準不確かさは 0.8 ％～1.0 ％である．この校正能力を実
現するため，図 6 のように衝撃加速度標準校正装置 1台
（SA と呼ぶ）が整備されている  1）, 8）, 53）, 73）, 74）．衝撃加速度
の生成は，圧縮空気によって棒状衝突体を加速し，加速
度計が取り付けられた棒へ剛体衝突させる方式をとって
いる．校正対象に与えている衝撃加速度は，0.5 ms ～ 

2.5  ms の作用時間で 200 m/s2 ～5000 m/s2 の範囲のピー
ク加速度を持つ直線運動である 74）．
国内においては，この校正装置と校正事業者 3 社との
ラウンドロビンテストを実施し，それらの間の同等性を
確認している 53）．海外においては，衝撃加速度の一次校
正装置を整備している国は，筆者が確認する限り，ドイ
ツ，中国，台湾，日本の 4カ国のみである．しかし，近
年ブラジル，メキシコ，タイといった他国標準機関でも
急速に開発が進められつつあり，今後活発化していくこ
とが見込まれている．

5. 2 	 角振動標準の整備状況
Physikalisch-Technische Bundesanstalt （PTB） は，ド

図 5 NMIJにおける 4 台の振動加速度標準校正装
置
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イツの国家計量標準機関である．PTB では，90 年代か
ら角振動標準を開発している 75）．これが，角振動標準と
しては唯一，BIPM KCDB に登録されている．この標準
は ISO 16063-15 に準拠しており，ドイツの認定機関で
ある Deutsche Akkreditierungsstelle（DAkkS）を通じ，
Volkswagen 等の自動車メーカで用いる角加速度計へ標
準供給されている．
校正範囲は，角加速度範囲が1  rad/ s2～1400 rad/s2（お
よそ 60 deg/s2 ～ 80000  deg/ s2），周波数範囲が 0.4  Hz  ～ 

1000 Hz，拡張標準不確かさは 0.3 ％ ～ 0.5 ％ である  76）．
また，KCDB未登録であるが，最大 40 rad/sの角速度
（DC 角振動）について校正サービスも提供している 77）．

Korea Research Institute of Standards and Science 

（KRISS）は韓国の国家計量標準機関である．ここでは，
デンマークのブリューエル・ケア社と協力し，ジャイ

ロ等の動的特性の校正装置の開発が進められている  59）．
MEMS ジャイロの周波数特性を評価するための角振動
発生装置を製作しており，5 kHz までの角振動の発生
が可能である．また，PTB と KRISS の間で二国間比較
（CCAUV.V-S1） 78） が実施されており，それに基づいた国
際基幹比較（CCAUV.V-K4）も計画されている．
中国の民間研究機関である Changcheng Institute of 

Metrology and Measurement（CIMM）では角振動校正
用のプロトタイプ装置を開発している．この機関から
は，ISO 16063-15 に対応した方法とエンコーダによる
角度読み取りによる方法の相互比較や，角衝撃入力によ
るセンサ特性評価などが報告されている 21）．
その他，メキシコの計量標準機関である CENAM 79）や
ロシアの計量標準機関である VNIIMにおいて，角速度
や角加速度の国内での標準供給を行っている．

6．運動計測標準の今後の課題

6. 1 	 振動・衝撃加速度標準の課題と展開
現在，大部分の産業ニーズをみたす周波数範囲につい
て，振動・衝撃加速度標準の整備が完了しているが，今
後対応を要する課題も存在している．それらを図 7内に
丸囲みで示す．具体的には，以下の点である．
•　 遠心加速度校正の同等性検証：3.1 節で述べたよ
うに，国内自動車産業で広く用いられている遠心

図 6　NMIJ の衝撃加速度標準校正装置

図 7　NMIJ が保有する振動・衝撃加速度標準が対応している範囲と，今後の課題

64AIST Bulletin of Metrology　Vol.9, No.1 March　2014

穀山渉



式加速度校正装置と，国際的に用いられている衝
撃加速度校正装置の同等性を検証する必要があ
る．これは，国内産業界が欧州等のトレーサビリ
ティを強く要求する地域へ自動車輸出する場合の
通商の観点から，重要である．

•　 校正器物の拡張：NMIJの供給する振動加速度標
準は，産業界で多く用いられている種類の加速度
計へ対応しきれていない部分がある．そのため，
対象器物の拡張が要望されている．具体的には，
アンプ内蔵型加速度ピックアップや，シングルエ
ンド型の加速度ピックアップへの校正サービスの
要望がある．特に，アンプ内蔵型加速度ピック
アップについては，産業界におけるシェアを考え
ると校正ニーズは大きい．

•　 衝撃加速度標準の校正範囲拡張：5.1 節で述べ
た衝撃加速度標準の校正範囲では，航空宇宙・
防衛産業における衝撃加速度計測範囲（最高
106  m/ s2） 80） での校正ニーズへ対応しきれない．そ
のため，特殊なニーズではあるが，校正範囲の高
加速度域への拡張が求められている．

•　 位相校正への対応：3.1 節で言及されているよう
に，インフラの状態監視に加速度計を用いる場面
などで，感度だけではなく位相遅れも重要となっ

てきている．原子力発電所のタービン計測などで
は，複数の加速度計を用いたベクトル的な状態診
断も行われており，信号の位相に関する信頼性が
必要とされている．特に低周波帯域の位相校正に
対応するためには，現在は計数法が用いられてい
る装置を，正弦波近似法に対応できるよう変更す
る必要がある．

6. 2 	 角振動標準の課題と今後の展開
今後，新規開発する角振動標準の技術課題は，以下の
3 点である．
•　 角振動の発生技術：校正のために，安定した低歪
みの角振動を，広い周波数・角速度・角加速度レ
ンジにわたって発生できる技術が求められる．

•　 角振動の計測技術：発生した角振動を計測し，校
正のための参照値を算出するためには，トレーサ
ビリティが確保されるとともに不確かさが小さい
角振動の計測技術が求められる．

•　 電気計測技術：校正対象の計測器の感度を算出す
るためには，出力電圧信号を低雑音に取得する電
気計測技術が求められる．

6. 2. 1 	 角振動発生技術
角振動発生技術には，主としてボイスコイルとブラシ
レスモータの 2種類がある．これらの簡単な特徴の比較
を表 7に示す．

ボイスコイル型角振動発生装置
ボイスコイル型角振動発生装置は，図 8 で示される
ように，回転テーブルの面に平行な巻かれたコイルを
持ち，その磁場によって発生させたトルクで回転テー
ブルを直接駆動する装置である．「動電型角振動加振
器」とも呼ばれる．ISO 16063-15 では“Electro-dynamic 

angular vibration exciter”として言及されている．
この方式の利点は，コイルからの電磁力が直接トルク
として回転テーブルに伝わるため，大きな角加速度を発
生できる点である．また，テーブルを含めた回転部の構
造がシンプルにできるため，その剛性を高くできる．そ

表 7　角振動発生技術の比較．ボイスコイル型およびブラシレスモータ型についての典型的な装置のスペックを示す．

図 8 ボイスコイル型角振動発生装置の概念図（上部
から見た断面の構造）．
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のため，高周波数帯（数 kHz程度まで）の角振動の発
生に対応可能である．例えば KRISSとブリューエル・
ケアー社が共同で開発した装置は，この方式を採用して
いるため，5 kHzまでの角振動を発生できる 59）．一方，
難点は，ボイスコイルの構造上，可動範囲が数度程度と
小さくなることである．そのため，低周波数の AC角振
動は，数 Hz程度が発生の下限周波数となる．また，連
続的な回転運動を発生しなければならない DC角振動の
校正には適用できない．

ブラシレスモータ型角振動発生装置
ブラシレスモータ型の角振動発生装置とは，回転テー
ブルを DCブラシレスモータによって駆動するものであ
る．テーブルの動きが回転計によって計測され，任意の
波形の運動を実現するように，サーボ制御が行われる場
合もある．慣性計測システムの試験装置（主に航空宇宙
業界向けに市販されている）では，多くがこの方式で回
転運動を生成しており，多軸回転装置も存在する．ISO 

16063-15 において，“Angular vibration exciter based on 

a brushless electric motor”として挙げられている．
この方式の装置の利点は，360 度を超える連続的な回
転が可能であるため，大振幅・低周波の角振動が発生可
能なことである．一方で，難点は，発生トルクがボイス
コイル型に比べると 1桁以上小さくなる点や，モータか
ら回転テーブルまでシャフトが必要となり，剛性を高め
ることができない点などがある．このため，発生角振動
は数十 Hz程度が上限となる．よって，低周波の AC角
振動や，DC角振動の発生に適している方式であるとい
える．

その他の方法
以上の 2つ以外にも，主として HDDの回転衝撃試験
のために開発された，角衝撃発生器も市販されている．
これは，3.3.4 節で言及した HDDのハンドリング規格 44） 

に準じ，最大 100 krad/ s2，持続時間 0.5 ms～10 ms程
度の角衝撃に対応している．その角衝撃発生範囲を図
13 で示す．運動生成方法は，空気銃で加速された衝突
体を円盤の周辺部に当てることで，円盤に対して衝撃状
の回転運動を発生させるというものである．我々が目指
す角振動標準に必要な領域より大幅に高周波・大振幅の
領域の装置であり，当面は標準装置への利用を想定しな
い．しかし，将来的に角衝撃の標準が求められてきた場
合には，注目すべき方式となるであろう．

6. 2. 2 	 角振動計測技術
角振動の計測技術にはさまざまなものがあるが，有力
な方法としてレーザ干渉計とロータリーエンコーダの 2 
つを挙げる．

レーザ干渉計
角振動を計測する方法の一つとして，レーザ干渉
計を回転の運動計測に用いる方法がある．これは，
ISO16063-15 にも規定されており，5.2 節で述べたドイ
ツ PTBが整備している角振動標準でも採用されている
方式である．
その計測の概念図を，図 9に示す．レーザ反射体とし
てレトロリフレクタ（コーナーキューブとも呼ばれる）
または回折格子が，回転テーブルの円周上に取り付けら
れる．ここで，直線的な振動・衝撃加速度標準の場合と
同様に，測定点における光軸方向の変位または速度が計
測される．その計測値と回転軸からの距離から，回転
テーブルの角速度が算出される．具体的には，レーザに
よる計測点と回転中心までの垂線の長さを dとすると，
角速度 ω は，レーザ干渉計によって計測される垂直方
向速度 v‖を用いて，

ω＝v‖―
d  （11）

と表わされる．この方式の利点として，v‖ はレーザ干
渉計によって高精度に測定できるため，計測の分解能が
高いことがあげられる．
一方で，幾何学形状への不確かさの要求が厳しくなる
点が難点である．前式において v‖と dの間に相関がな
いと仮定した場合の不確かさの伝搬則は

u2(ω) ＝(－v‖―
d2 )

2

u2(d) ＋ 1―
d 2

 u2(v‖)  （12）

となる．これより，例えば角速度の不確かさとして
u(ω) ＜ 0.1 ％ を要求する場合，u(d) ＜ 0.15 mm が必要
条件となる．ただし，ここで d＝150 mmおよび u(v‖) 

図 9 ISO 16063-15 に規格化されているレーザ干渉計
による角振動計測の概念図
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が十分小さいとした．一般的に，レーザ干渉計では光線
のスポットサイズが 1 mm 以上の場合が多いことを考え
合わせると，光学系や機械系の幾何学的形状を調整して
このような小さな不確かさを実現するには，技術的難易
度が高くなる．

ロータリーエンコーダ
ロータリーエンコーダによって，回転テーブルの回転
角を計測し，その時間変化から角振動を計測するという
方法もある．この方法はレーザ干渉計に比べ簡便である
ため，産業界で角振動計測が必要な場合には，こちらが
広く利用されている．一方，装置を軸に合わせて取り付
ける必要がある点が難点である．

NMIJ 幾何標準研究室では，自己校正型ロータリーエ
ンコーダ（Self-calibratable rotaty encoder， SelfA） 81）, 82） 

を開発している．その外形写真を図 10 に示す．
SelfAの角度校正原理は，等分割平均法  83） と呼ばれる

NMIJが保有する角度の国家標準器に採用されている方
法である．等分割平均法は，角度偏差が一回転すると元
に戻る回転対称性を利用した手法である．具体的には，
計測器内部のロータリーエンコーダを，計測器と同軸に
取り付けられたロータリーエンコーダに対して相対角度
位相を等角度間隔にずらした複数位置において互いの角
度信号の比較計測を行い，得られた信号を演算すること
でエンコーダ目盛りの理想角度からのずれ（角度偏差）
を抽出する．国家標準器の校正能力は，世界トップクラ
スの拡張不確かさ 0.01 秒角（k＝2）である．

SelfAは，この等分割平均法をロータリーエンコーダ
単体内部で実現させたものである．具体的には，複数個
の信号読み出しヘッドを等間隔に取り付け，一つのヘッ
ドから出力される角度信号を他の複数個のヘッドから出
力される角度信号と比較計測し，等分割平均法と同じ解
析を行うことで，角度偏差を抽出する．

SelfAは一回転中のデータ取得のみでデータ解析がで
きるため，最新の回転テーブルの偏心の影響や実使用状
態における角度偏差などを評価することが可能である．
ただし，等分割平均法で求めた角度偏差には，原理的に
抽出不可能な周波数成分がある（読み出しヘッド数の整
数倍の次数の角度偏差成分）という点は留意する必要が
ある．

計測における地球自転の考慮
特筆すべき点として，特に DC 角振動計測にあたって
は，地球自転の効果に注意する必要がある．例えば，計
測器を鉛直方向が計測回転軸となるように設置した場
合，設置場所の緯度をθlat として，回転速度のバイアス 

ωbiasが
ωbias＝sin(θlat)ωER  （13）

だけかかる．ここで ωER≃ 4.2×10－3 deg/s は地球の自
転角速度（Earth Rate）である．ここで，最大計測範囲
が±100 deg/sで 16 ビット出力を持つジャイロの場合，
分解能は 3×10－3 deg/sとなる．このことから，地球自
転の効果も校正における無視できないバイアスとなる．

6. 2. 3 	 電気信号の計測
電気信号の計測に関して，大きく 2 点の技術的な問題
がある．1点目は，回転テーブル上の計測器からの出力
信号をどのように伝送するかである．DC角振動標準で
は，テーブルは連続的に回転するため，通常のケーブル
はねじれてしまい，使用することができない．解決策と
して，スリップリング（回転する軸に電気的接点を組み
込んだ部品）の利用が考えられるが，電気的ノイズや機
械的摩擦抵抗などが校正に対して影響しないかどうか，
入念に試験する必要がある．スリップリング以外では，
無線通信や磁気を利用した非接触信号伝送などの手段も
存在する．
2 点目は，デジタル出力信号への対応である．高性能

なジャイロの多くは，デジタル値を出力しているのが一
般的である．また，安価なMEMSジャイロも，家電や
自動車機器への適用性を高めるために，周辺回路ととも
にパッケージ化しデジタル出力を持つ場合がほとんどで
ある．
デジタル出力の場合，伝送路における電気的ノイズの

影響がアナログ出力に比べ非常に小さくなり，不確かさ
低減の観点から有利となる．一方で，内部でデータの補
正処理などを施した上で出力しているジャイロもあり，
そのような場合において，校正方法や不確かさ評価法を
別途検討する必要が生じる．さらに，デジタル出力の伝

図 10 自己校正型ロータリーエンコーダ（写真提供：
NMIJ 幾何標準研究室渡部氏）
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送プロトコルとして，SPI（Serial Peripheral Interface），
I2C（Inter-Integrated Circuit），RS-232C/RS-422 を利用
したテキスト通信など数種類があるため，対応に労力を
要するのも難点である．デジタル出力計測器の校正につ
いては，ISO 16063 シリーズでは想定されていないが，
性能試験における注意点が IEEE std 671 Appendix Cで
言及されている．それらの資料を参考にしながら，校正
における諸問題を検討していく計画である．

6. 2. 4	 開発計画
以上の技術的な背景を踏まえ，我々は表 8に示すよう
な 2台の校正装置を開発する計画を立てている．発生で
きる角振動の周波数領域に応じて，それぞれ低周波を
NMIJ-L，高周波側を NMIJ-Hと本稿では呼ぶ．それぞ
れについてプロトタイプ装置をすでに開発しており，そ
の外形を図 11 および図 12 に示す．

NMIJ-L は，DC角振動や数 Hz以下の低周波の AC角
振動に対応する装置である．角振動の発生は DCサーボ
モータによって行う．また，角振動の計測はロータリー
エンコーダを搭載することで実現する．特に，ロータ
リーエンコーダとして SelfA を搭載し，校正器物の搭載
や環境変化にロバストになることが大きな特長である．

NMIJ-Hは，高周波の AC角振動に対応する装置であ
る．角振動発生にボイスコイル型を用いることで，高周
波までの角振動に対応させる．この場合可動角度が小さ
いため，角振動の計測にレーザ干渉計を用いる．これに
より，ISO 16063-15 にほぼ準拠した装置となる見込み
である．図 12 で示されているプロトタイプは，300 Hz 

において 10 deg/sの振幅の角振動が発生可能である．

角振動校正範囲
上述した範囲の 2 種類の角振動標準校正装置プロトタ
イプの角振動発生能力と，KRISSが保有する装置や産業
ニーズなどとの比較を図 13 に示す．
このような図は，トリパタイトグラフと呼ばれるも
のである．図上のある点（例えば fa Hz，ωa deg/s）は，
最大角速度 ωa で周波数が faの正弦波状の角振動
ω(t)＝ωa sin(2π fat) （14）

を表現する．このとき，角振動の最大振れ角θa [rad]と
最大角加速度 Aa [rad/s2] は

θa＝
ωa――2πfa

 （15）

および
Aa ＝ 2π faωa  （16）

表 8　整備予定の 2 種類の角振動標準

図 11　低周波角振動校正装置プロトタイプ
図 12 高周波角振動校正装置プロトタイプ．今後レー

ザによる計測系を整備する予定である．
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となるから，振れ角一定条件や，角加速度一定条件は，
図上で直線として表現することができる．これより，あ
る角振動発生器の加振性能（振れ角範囲，角速度範囲，
角加速度範囲）を図上の範囲として，示すことができる．
図 13 においては，縦軸（角速度）がジャイロの直線性
評価に必要な方向であり，横軸（周波数）がジャイロお
よび角加速度計の周波数特性評価に必要な方向となる．

DC角振動標準については，標準供給対象となる
ESC試験用ジャイロの最大計測範囲は，60 deg/s～
300  deg/ sの範囲であることが多い．IEC 62047-20 DIS 

記載のスケールファクタの試験法では，最大計測範囲を
5 分割して試験するとの規定があり，実際多くのジャイ
ロメーカもその方法を採用している．よって，それに対
応する範囲として最小 10 deg/s，最大 300 deg/sを範囲
とした．
また，AC角振動標準については，産業界におけるニー
ズとして，角速度で 300 deg/s程度までおよび周波数で
上限1 kHz程度が要求されており 59），それを目標とする．
現在のプロトタイプでは発生トルクに不足があるため，
装置の能力増強（発生トルクが現在の 10 倍程度，可動
範囲が 10 倍程度）が必要となる．

SI トレーサビリティの確保
角振動は組立量であり，標準校正装置自身も角度，時
間，電圧の各量について SIトレーサビリティを確保
する必要がある．角度については，NMIJ-Lは SelfAを
内部に持っているため，その角度校正によってトレー
サビリティを確保する．具体的には，回転テーブルに
別の SelfAを取り付けて校正する方法を検討している．
NMIJ-Hは，レーザ干渉計を用いて長さ標準から角度を
組み立てる．
時間については，角振動の不確かさへ及ぼす影響を考
えると，NMIJ-Lと NMIJ-Hのいずれの装置も，信号処
理系のクロックをトレーサブルに校正すれば，十分であ
ると想定している．
電圧については，校正器物がアナログ信号を出力する
計測器の場合は，電圧を計測するデジタイザに対してト
レーサブルな電圧校正を行う．一方で，デジタル信号を
出力する計測器の場合，電圧に関してのトレーサビリ
ティをどのように取り扱うか検討する必要がある．

6. 2. 5 	 標準整備とその供給
DC角振動と AC角振動という 2 つの領域の角振動が

校正ニーズとしてあることに対応し，2段階にわけて計

図 13 NMIJが保有する 2 つのプロトタイプ装置（NMIJ-L，NMIJ-H）の発生可能な角振動範囲．それぞれの装置につ
いて，太線で囲まれた範囲の角振動を発生することができる．同時に，産業における角振動の試験・校正ニーズ
の大まかな範囲を図示している．角衝撃は持続時間を周波数に換算して図示しており，連続正弦波ではない．
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量標準を整備していく計画である．まず最初の段階は，
DC角振動標準を NMIJ-Lを基本とした連続回転装置を
用い，ジャイロの非直線性を中心とした静的特性評価の
ための計量標準を供給する．その後，ボイスコイル型の
角振動発生装置（NMIJ-Hの能力増強型）を開発し，ジャ
イロの周波数特性評価や角加速度計の特性といった動的
評価のための計量標準を供給する．
これらの整備によって，ジャイロの非直線性・バイア
ス評価から周波数特性評価までを一貫して標準供給でき
る体制とし，自動車やロボットの安全性評価に貢献する
計量標準を確立する．

事業者への供給方法
角振動標準が確立した後，当面は依頼試験（一般）と
して事業者からの校正依頼を受ける予定である．その場
合，トレーサビリティを供給する方法として，高性能
ジャイロを仲介器として値付けするか，あるいは角振動
計測器の内部のロータリーエンコーダを動的校正し，角
振動を組立量とみなすか，の 2 通りが考えられる．どの
ようなスキームが最適であるかは，労力やコスト・技術
的な妥当性などを含め，今後検討していく必要がある．

6. 2. 6 	 標準供給後の展開
標準供給後の展開として，特筆すべき点が 2 点ある．

1点目は，開発した角振動校正装置を商品化して，校正
事業者へ提供することである．計画する DC角振動標準
は，内部の角度基準として SelfAが搭載されていること
が大きな特徴である．SelfAは安価であり（不確かさが
1秒角を切るものでも 50 万円弱），取付状態・計測環境
による偏差を，組込み状態で出力できるという大きなメ
リットがある．そのため，開発する DC角振動校正装置
は，現場での使用にも親和性が高いといえ，校正装置そ
れ自体を産業界に展開できる可能性がある．
2点目は，角振動の組立量への移行である．角振動は

SI組立単位であり，必ずしも国家計量標準機関が標準
を保有する必然性はない．よって，十分な技術を保有し
ている校正事業者自身が，角度，時間および電気につい
てのトレーサビリティを確保した上，組立量として角振
動標準を確立するほうが望ましい．その場合，NMIJの
役割は，計量標準を供給する形から技能試験における参
照値の提供を行うという形に移行すると考えられる．

7．まとめ

運動計測には，直線的な振動・衝撃計測と回転の角振

動計測があり，それぞれの計測器は非接触型と接触型に
分類される．これらの計測器は，ものづくりや社会の安
心・安全を支える分野で広く活用されており，その計測
の信頼性を確保することが重要である．NMIJでは，そ
れに対応する振動・衝撃加速度標準の整備を行ってきて
おり，その現状と今後の課題について概観した．
角振動標準については未整備であり，各国の現状と産
業界のニーズについて調査した．ジャイロ・角加速度計
による角振動計測のうち，価格や数量で市場の多くを占
めるのが，輸送機器や家電に搭載されるジャイロであ
る．特に，自動車の横滑り防止装置の試験用ジャイロや，
安全性評価のための衝突実験などで用いられる角加速度
計に計量標準のニーズがあると考えられる．校正量とし
て，ジャイロのための非直線性・周波数特性，および角
加速度計の周波数特性評価に必要な角振動標準が求めら
れている．
それに対応するため，NMIJにおいて2種類の装置（ブ

ラシレスモータ式の低周波校正装置，ボイスコイル式の
高周波校正装置）を段階的に整備する計画である．具体
的には，10 deg/s ～ 300 deg/s の範囲の DC角振動標準
をまず立ち上げ，その後 1 Hz ～ 1 kHzの AC角振動標
準を整備する．DC角振動標準には SelfAが組み込まれ，
内部の角度標準によってトレーサビリティがとられるこ
とが特長である．その簡便性，ロバスト性を生かし，校
正装置の商品化や組立標準への移行といった展開も想定
されている．
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